
　

65
歳
以
上
の
方
の
「
介
護
保
険

料
の
本
算
定
納
入
通
知
書
兼
特
別

徴
収
額
通
知
書
」
を
７
月
中
旬
に

発
送
い
た
し
ま
す
。

　

こ
の
通
知
書
は
、
平
成
24
年
度

の
住
民
税
額
が
確
定
し
た
こ
と
に

よ
り
、
本
年
度
の
介
護
保
険
料
を

再
計
算
し
、決
定
し
た
も
の
で
す
。

　

な
お
、
４
月
号
に
も
掲
載
い
た

し
ま
し
た
が
、介
護
保
険
制
度
は
、

３
年
に
１
度
、
計
画
の
見
直
し
を

行
い
ま
す
。

　

第
５
期
事
業
計
画
（
平
成
24
〜

26
年
度
）
に
お
い
て
は
、
介
護
保

険
給
付
費
の
総
体
が
増
額
に
な
る

介
護
保
険
料
の

本
算
定
に

つ
い
て

た
め
、
介
護
保
険
料
に
つ
い
て
、

改
定
（
引
き
上
げ
）
し
て
お
り
ま

す
。

　

「
地
域
の
皆
で
支
え
合
う
」
と

い
う
制
度
の
趣
旨
を
ご
理
解
い
た

だ
き
、
納
付
へ
の
ご
協
力
を
お
願

い
い
た
し
ま
す
。

※
介
護
保
険
料
が
増
え
る
主
な
要

因
は
、
高
齢
化
や
介
護
度
の
重
度

化
に
伴
う
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
増

加
、
新
た
な
施
設
の
整
備
や
介
護

報
酬
改
定
等
の
制
度
改
正
等
に
よ

る
も
の
で
す
。（
図
１
・
図
２
を

参
照
し
て
く
だ
さ
い
。）

■
お
問
い
合
わ
せ

　
　

介
護
保
険
担
当

　
　

（
内
線
１
１
２
〜
１
１
４
）

　

市
で
は
、

公
募
に
よ
る

実
行
委
員
会

を
組
織
し
、

市
と
実
行
委

員
会
が
協
力

し
て
、
成
人

式
の
企
画
・

運
営
を
担
当
す
る
新
成
人
を
募

集
し
ま
す
。

　

20
歳
の
思
い
出
づ
く
り
に
、

自
ら
の
手
で
思
い
出
に
残
る
成

人
式
を
創
っ
て
み
た
い
と
い
う

方
の
応
募
を
お
待
ち
し
て
い
ま

す
。

■
募
集
定
員　

10
名
程
度

■
応
募
資
格

　

平
成
25
年
成
人
式
対
象
者

（
平
成
４
年
４
月
２
日
か
ら

平
成
５
年
４
月
１
日
生
ま
れ

の
韮
崎
市
成
人
式
に
出
席
さ

れ
る
方
）
で
、
平
日
の
19
時

か
ら
数
回
行
う
予
定
の
実
行

委
員
会
に
参
加
で
き
る
方

■
申
込
期
限

　
　

７
月
30
日（
月
）
ま
で

■
お
問
い
合
わ
せ
・
お
申
し
込
み

　
　

生
涯
学
習
担
当

　
　

（
内
線
２
６
７
）

20
歳
の
思
い
出
づ
く
り
に

あ
な
た
も
参
加
し
て

み
ま
せ
ん
か
?

　

韮
崎
市
成
人
式
実
行
委
員
会

2012.07

12

※
あ
な
た
の
保
険
料
は
、
所
得
等

に
よ
り
確
定
し
ま
す
。

（
図
３
を
参
照
）

1号被保険者
（65歳以上）

21％

2号被保険者
（40～64歳）

29％

国
25％

県
12.5％

市
12.5％

図
２

図３ 介護保険料は所得に応じて決まります
所得段階 保険料額

(年額 )

第１段階 30,400 円

第２段階 30,400 円

第３段階 
（軽減） 42,600 円

第３段階 45,600 円

第４段階 
（軽減） 57,800 円

第４段階 60,800 円

第５段階 76,000 円

第６段階 91,200 円

第７段階 106,400円

生活保護を受給
している はい

いいえ

本人に住民税が
課税されている

はい

前年の合計所得金額＋課税年金収入
額が 80万円以下

前年の合計所得金額＋課税年金収入
額が 80万円を超え 120万円以下

前年の合計所得金額＋課税年金収入
が 120万円を超える

前年の合計所得金額＋課税年金収入
額が 80万円以下

前年の合計所得金額＋課税年金収入
額が 80万円を超える

前年の合計所得金額が 190万円未満

前年の合計所得金額が 190 万円以上
500万円未満

前年の合計所得金額が 500万円以上

はい
老齢福祉年金を
受給している

いいえ

いいえ

同じ世帯
に住民税
が課税さ
れている
人がいる

はい

いいえ

図１（65歳以上の方の負担割合が上昇）


